
１．スクール・ニューディール
（１）総括＋耐震化関係



学校施設における耐震・エコ・ICT化の推進
「スクール・ニューディール構想」

学校施設について、以下のような耐震・エコ・ICT化を抜本拡大

耐震化

耐震性のない校舎・体育館等を耐震化

特別支援学校の教室不足解消

ICT化

最先端のICT機器（デジタルテレビ・電子黒板・
パソコン等）・校内LAN等を駆使して

わかりやすい授業を実現

エコ化

太陽光発電等の自然エネルギーの利用を
はじめとしたエコ改修（省エネ改修等）の抜本拡大

「２１世紀の学校」にふさわしい
教育環境の抜本的充実

雇用創出・経済波及効果
地域活性化・国際競争力の向上

安全・安心な
学校施設の確保

CO2削減による

環境負荷の低減

環境教育の教材
としての活用

子どもの学力・
IT活用能力の向上

地域の防災拠点
としての機能強化

校務の効率化

平成21年度補正予算(案) 
国庫補助 4,881億円

※国庫補助金のほか、地方向け臨時
交付金により地方負担を大幅に軽減



「スクール・ニューディール」構想関係
平成２１年度補正予算の概要

（１）学校耐震化の早期推進、太陽光パネルをはじめとしたエコ改修の拡大
２，７９４億円

・公立学校施設 ２，６４１億円

・公立小中学校耐震化(Is値0.3未満の予算措置を完結するとともに Is値0.3～0.5を中心に、Is値0.5以上も含め 約8,300棟)       
※この他、特別支援学校、幼稚園の耐震化も推進

・公立小中学校の太陽光パネル(早期に現在の10倍となる1万2千校 設置を目指す)等エコ改修
(省エネ改修(二重サッシ・断熱材等)、校庭の芝生化、ﾋﾞｵﾄｰﾌﾟ等) 

・特別支援学校教室不足解消(2,800教室の不足解消)           
※公立高等学校耐震化・太陽光パネルについて「地域活性化・経済危機対策臨時交付金(仮称)」で措置

・私立学校施設 １５３億円
・Is値0.3未満の建物を中心に、私立学校の耐震化を推進

・私立学校における太陽光パネル設置などのエコキャンパス事業を推進

（２）学校ＩＣＴ環境整備 ２，０８７億円

①地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾚﾋﾞ(電子黒板を含む)の整備 ６６７億円
・公立学校等 ６４７億円
デジタルテレビ：現在活用されているテレビをデジタルテレビに整備（43.5万台）（幼・小・中・高・特別支援学校、公民館）

電子黒板：各学校 １台（小・中） など

・私立学校 ２０億円
・デジタルテレビの整備等を推進

②学校のｺﾝﾋﾟｭｰﾀ、校内ＬＡＮの整備（公立学校） １，４２０億円

・教育用・校務用コンピュータの整備（195.6万台）
・校内ＬＡＮの整備（17.2万室）

４，８８１億円



公立小中学校の耐震化の推進

公立小中学校

・耐震化率 ６２．３％（H20．4．1現在）
今後、約４万８０００棟の耐震化が必要

うち、地震により倒壊等の危険性が高い学校施設（Ｉｓ値０．３未満） 約１万棟

このような現状を受け

Is値０.３未満（倒壊等の危険性高い)(約１万棟）の施設を優先して耐震化→平成２０年～２３年度までに耐震化を完了

地震防災対策特別措置法の改正等により講じた加速策（平成20年6月）
Iｓ値０．３未満の施設の耐震化への国庫補助率の引き上げ、地方財政措置の拡充（補強補助率２／３、実質的な地方負担１３．３％）

約９，１００棟分の予算措置
合計約５，１００億円の関連予算

（１９補正、２０当初、２０補正（１次・２次）、２１当初）

「スクール・ニューディール構想」の中で、「スクール・ニューディール構想」の中で、
①Ｉｓ値０．３未満の施設の耐震化に係る予算措置の完結（残り約１，５００棟）①Ｉｓ値０．３未満の施設の耐震化に係る予算措置の完結（残り約１，５００棟）

②Ｉｓ値０．３以上の施設の耐震化の推進②Ｉｓ値０．３以上の施設の耐震化の推進

③耐震化に併せたエコ改修の推進③耐震化に併せたエコ改修の推進

④特別支援学校、幼稚園の耐震化及び特別支援学校の教室不足の解消についても推進④特別支援学校、幼稚園の耐震化及び特別支援学校の教室不足の解消についても推進

前倒しのための予算措置

公立小中学校
・平成２１年度予算執行後の耐震化率 約７２％（推計値）

今後、残り約３万６０００棟の耐震化が必要約３万６０００棟の耐震化が必要

（うち（うち Ｉｓ値０．３未満Ｉｓ値０．３未満 約１，５００棟）約１，５００棟）

このような状況をふまえ

平成21年度補正予算 「経済危機対策」（平成21年４月政府・与党決定）

①、②合計約３万６０００棟のうち８、３００棟①、②合計約３万６０００棟のうち８、３００棟
について、耐震化のための予算措置について、耐震化のための予算措置

予算執行後の予算執行後の
耐震化率耐震化率 約約7878％％

（推計値）（推計値）



３，４８６

平成21年度
補正予算

１０，１８６

私立学校施設の耐震化に対する支援

子どもたちを地震から守る学校づくり等防災対策として、地震防災対策特別措置法の改正も踏ま
えつつ、私立学校への財政上及び金融上の配慮を行う。

○耐震補強工事に対する補助

私立学校施設の防災機能を強化するため、耐震補強事業に対する補助を充実

20年度予算額

３，４８６

21年度予算額 対前年度比較増△減額

０

備考

・高等学校等の補助率の引上げ
〔Is値0．3未満〕 １／３ → １／２

・大学等 １／２（現行どおり）

※高等学校以下については、Is値０．３未満の私立学校施設の耐震補強事業に係る補助率を一律１／２まで充実

（単位：百万円）

※補助率の嵩上げは平成22年度までの間とし、財政力の低い学校法人を優先して支援

（参考） 平成20年度補正予算

・第１次補正予算額 ８，０００百万円

・第２次補正予算額 ２，０００百万円

・高等学校等の補助率の引き上げ（Is値0.3未満）
１／３→１／２

・大学等
１／２（現行どおり）

○改築等の融資に係る利子助成

平成２１～２２年度に実施される日本私立学校振興・共済事業団の融資について、利子助成を充実するこ
とにより、法人負担率を現行より０．５％優遇

前年度予算額

１，１７７

21年度予算額（案）

１，１７７

対前年度比較増△減額

０

備考

法人負担率の引下げ
・高等学校等 １．５％ → １．０％

・大学等 １．０％ → ０．５％

（単位：百万円）



Is値
１．概要

Is値とは、･･･「構造耐震指標」(Seismic Index of Structure)
⇒建物の構造的な耐震性能を評価する指標。Is値が大きいほど耐震性が高い。

２．Is値の目安
※大規模な地震･･･震度６強以上の地震

0.3未満 大規模な地震※に対して倒壊または崩壊する危険性が高い

0.3以上～0.6未満 大規模な地震※に対して倒壊または崩壊する危険性がある

このうち、阪神淡路大震災においては、Is値0.5未満において倒壊の実例が見られた

0.6以上 大規模な地震※に対して倒壊または崩壊する危険性が低い

（注）学校施設については、児童生徒の安全を特に考慮し、0.6≦Is＜0.7の建物についても、

国庫補助の対象としている。



当初計画

約１，５００棟

平成２３年度予算 約１，５００棟

平成２０年度補正予算
  1次補正

　
　2次補正

－

平成２１年度補正予算 －

前倒し計画

平成２１年度当初予算 約１，５００棟

約２，５００棟 約２，５００棟

平成２０年度当初予算 約１，５００棟 約１，５００棟

平成１９年度補正予算

約２，６００棟(1次)

約１，０００棟(2次)

全体整備棟数 約１０，０００棟 約１０，６００棟
（平成２０年４月１日現在推定値）

平成２４年度予算 約１，５００棟

約１，５００棟

平成２２年度予算

国費

1,138億円

1,150億円
の内数

約１，５００棟 1,830億円の内数

1,139億円の内数

500億円の内数

1,150億円の内数

大規模な地震により倒壊の危険性の高い
（Is値０．３未満）学校の耐震化（予算措置状況）

＜１年目＞

予算措置
３年前倒し

予算措置完了
（平成２４年度）

＜２年目＞

＜３年目＞

＜４年目＞

＜５年目＞

予算措置完了
（平成２１年度）

(注) 実際の事業実施は、翌年度に繰り越す場合があり、予算措置年度の末までに
      事業が完了するわけではない。
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約６％程度(平均)で調整中

地方債 １５％

国庫補助 ６６．７％

元利償還金に
交付税措置

９％ 実質的な
地方負担

臨時交付金
１８．３％

国負担が２／３→ 国負担（国庫補助＋臨時交付金）の平均を約８５％程度とする方向で調整中

約１１％程度(平均)で調整中

国庫補助 ５０％

地方債 ２２．５％

元利償還金に
交付税措置
１１．２５％

実質的な
地方負担

臨時交付金
２７．５％

国負担が１／３→国負担（国庫補助＋臨時交付金）の 平均を約７８％程度とする方向で調整中

※地方負担分の５５％に「地域活性化・公共投資臨時交付金」を充当する場合

○公立学校施設の耐震化について
補強事業（平成２１年度補正予算で行う場合）※小中学校の場合

Ｉｓ値０．３以上の事業

Ｉｓ値０．３未満の事業

（注）「実質的な地方負担」分については、すべて単位費用により措置される



約６％程度(平均)で調整中

地方債 １５％

国庫補助 ６６．７％

元利償還金に
交付税措置

９％
実質的な
地方負担

臨時交付金
１８．３％

国負担が２／３→ 国負担（国庫補助＋臨時交付金）の平均を約８５％程度とする方向で調整中

約１５％程度(平均)で調整中

国庫補助 ３３.３％

地方債 ３０％

元利償還金に
交付税措置

１５％

実質的な
地方負担

臨時交付金
３６．７％

国負担が１／３→国負担（国庫補助＋臨時交付金）の 平均を約７０％程度とする方向で調整中

※地方負担分の５５％に「地域活性化・公共投資臨時交付金」を充当する場合

○公立学校施設の耐震化について
補強事業（平成２１年度補正予算で行う場合）※幼稚園・特別支援学校の場合

Ｉｓ値０．３以上の事業

Ｉｓ値０．３未満の事業

（注）「実質的な地方負担」分については、すべて単位費用により措置される



○公立学校施設の耐震化について
改築事業（平成２１年度補正予算で行う場合）※小・中・特・幼共通

注．Is値０．３未満かつコンクリート強度等の問題で改築で対応せざるをえない建物に限り補助率１／２。
補強が可能なものや、Is値０．３以上の建物については補助率１／３。

地方債 ２２．５％

国庫補助 ５０％

元利償還金に
交付税措置
１３．５％

実質的な
地方負担

臨時交付金
２７．５％

※地方負担分の５５％に「地域活性化・公共投資臨時交付金」を充当する場合

Ｉｓ値０．３未満の事業（補強が困難なもの）

約９％程度(平均)で調整中

国負担が１／２→国負担（国庫補助＋臨時交付金）の 平均を約７８％程度

とする方向で調整中

約１２％程度(平均)で調整中

実質的な
地方負担

地方債 ３０％

元利償還金に
交付税措置

１８％

国庫補助 ３３．３％
臨時交付金
３６．７％

国負担が１／３ →国負担（国庫補助＋臨時交付金）の平均を約７０％
程度とする方向で調整中

Ｉｓ値０．３以上等、上記かさ上げの対象とならない改築事業

（注）「実質的な地方負担」分については、すべて単位費用により措置される



３

 

交付対象等
（１）交付対象：実施計画を策定する地方公共団体
（２）交付方法：実施計画に掲載された事業のうち国庫補助事業の地方負担分と地方単独事業の

所要経費の合計額に対し、交付限度額を上限として交付金を交付
（３）交付限度額：地方交付税の基準財政需要額の算定方法等に準じて、外形基準に基づき設定

※財政力の弱い団体や離島や過疎等の条件不利地域等に配慮するとともに、財政力が著しく高い団体に
ついては一定の制限を行う。

地域活性化・経済危機対策臨時交付金の概要地域活性化・経済危機対策臨時交付金の概要

１

 

平成21年度補正予算計上額

 

１兆円

「経済危機対策」（平成21年４月10日「経済危機対策」に関する政府・与党会議、経済危機対策閣僚会議合同会

 
議決定）において、「地方公共団体において、地球温暖化対策、少子高齢化社会への対応、安全・安心の実現、

 
その他将来に向けた地域の実情に応じるきめ細かな事業を積極的に実施できるよう、「地域活性化・経済危機対

 
策臨時交付金（仮称）」を交付する。」とされたことを踏まえ、平成21年度補正予算において創設。

５

 

事業例

２

 

所管

 

内閣府（地域活性化推進担当室）

 

ただし、各府省に移し替えて執行

●地球温暖化対策
公立高等学校のエコ化（太陽光発電導入等）・耐震化・ICT化（電子黒板

 
等）の一体的実施、地方公共団体の庁舎等のゼロエミッション化（産業技

 
術実用化開発事業費補助金）、次世代自動車の普及促進、小売店舗の低

 
炭素化の推進、内航海運・フェリーや離島航路の維持・改善のための支

 
援、環境計測機器の更新

 

等

●少子高齢化社会への対応
保育所の整備等による保育サービス等の充実（子育て支援対策臨時交

 
付金）、準要保護児童生徒に対する就学援助、幼稚園就園の保育料等

 
の軽減、不妊治療に要する費用の助成（母子保健衛生費補助金）、介護施

 
設の緊急整備、中心市街地の空き店舗を活用したコミュニティ交流ス

 
ペースの整備、高齢者巡回訪問事業

 

等

●安全・安心の実現
消防防災設備・防犯資機材・警察施設等の整備、新型インフルエンザ対

 
策、高度な放射線治療機器整備等事業、公共施設のガス消費機器や照

 
明器具等の点検・交換、鉄道駅のバリアフリー化の推進（交通施設バリアフ

 
リー化設備整備費補助金）、地域公共交通の活性化・再生、DV被害者への

 
定額給付金相当額の支給、農地や用排水路の整備（農地等整備・保全推

 
進事業補助金）及び農道等の農業用施設改修

 

等

●その他
公共施設のデジタル化改修等整備、

 

ICTの導入・利活用（地域ＩＣＴ利活用

 
推進交付金）、学校におけるデジタルテレビ及びコンピュータ等の整備（学

 
校情報通信技術環境整備事業補助金）、共通地図等の電子化・共用化事業、

 
文化財の防災･防犯対策事業（国宝重要文化財保存整備費補助金）、学校

 
教材･図書の整備、観光交流の促進のための施設整備･事業実施、耕作

 
放棄地解消事業

 

等

４

 

使途

 

実施計画に掲載された以下の事業の地方負担分に充当
○地方単独事業
○国庫補助事業（法令に国の補助率又は負担率の定めがあるものを除く。）



公立高等学校耐震化推進事業

○地域活性化・経済危機対策臨時交付金の活用について

公立高等学校施設、特にIs

値0.3未満の施設の耐震化

を推進するため、地方公共

団体が実施する耐震化事

業に要する費用に交付金を

充当する。



学校耐震化の加速のための課題の解決について

耐震補強又は

耐震改築

補強計画 技術者の確保に向けた対策

耐震設計 設計経費の地方負担の軽減（国庫補助や補正予算の地方向け
臨時交付金等の活用）

耐震工法事例集・マニュアルの配布
講習会の開催

耐震診断

（第二次診断等）
診断経費の地方負担の軽減（国庫補助や補正予算の地方向け
臨時交付金等の活用）

技術者の確保に向けた対策

国庫補助率の引き上げと地方財政措置の拡充（昨年６月法改正
等済み）

地方負担の軽減（補正予算の地方向け臨時交付金等の活用）

国庫補助単価の改善（２１年度より実施）

補強の数年後に廃校等により財産処分をしても国庫補助金返還
不要

工事の発注・入札方法の工夫（迅速化。地域中小企業者の受注
機会の増大。）



技術者の確保について

設計業者確保に向けた対策

平成２１年度に、
①耐震診断（第２次診断）等のピークを向かえる → 建築士事務所の確保
②耐震診断判定委員会の判定業務のピークを向かえる →耐震診断判定委員会の確保

技術者の確保状況

今後、技術者の確保が、現状よりさらに厳しくなる可能性が高い

何も対策・対応しなかった場合

Ⅰ．建築士事務所の確保状況（平成２０年１２月時点）

Ⅱ．耐震診断判定委員会の審査受付状況（平成２０年１２月時点）

現在、選定ができない事業が発生した設置者数：８４設置者（ ４．５％※）

現在、過密状態となっていると回答した設置者数：２９７設置者（１６．０％※）

今後、選定に際して不安があると回答した設置者数：５７８設置者（３１．２％※）

今後、審査受付に際して不安があると回答した設置者数：８２９設置者（４４．７％※）

耐震化加速する際の課題

※印：耐震化を完了している設置者を含む全設置者に対する割合



対 策

設計業者確保に向けた対策

①耐震診断等を行う建築士事務所等の確保
域内に技術者を確保できない場合には、域内のみならず、域外・都道府県外において確保していくことが必要である。
（財）日本建築防災協会 耐震診断等ができる建築士事務所の都道府県ごとのリスト

→ ＵＲＬ：http://www.kenchiku-bosai.or.jp/seismic/jimusyo.html

建築士事務所確保に向けた対策

①耐震診断等を行う建築士事務所等の確保
域内に建築士事務所を確保できない場合には、域内のみならず、域外・都道府県外において確保していくことが必要である。

②発注プロセスの見直し
○発注時期については、建築士事務所の状況把握に努め、繁忙期をさける
○業務期間は、ゆとりをもって計画し、必要に応じて見直しを行う ○予定価格について、適切な額を設定する
○複数の耐震診断等をまとめて発注 ○耐震診断から補強計画、耐震設計まで一括発注 等

③その他
○講習会の開催（都道府県等が主催）[→国土交通省：「住宅・建築物安全ストック形成事業」の活用]
○文部科学省からの耐震補強のマニュアル
「学校施設の耐震補強マニュアル ＲＣ造校舎編、Ｓ造屋内運動場編」、「耐震補強工法事例集（平成２０年３月）」

耐震診断判定委員会確保のための対策

○地域における耐震診断判定委員会に回数の増加や体制の強化等を要請

○他の地域にある耐震診断判定委員会を活用

○耐震診断判定委員会の混雑状況は、概ね年度後半に集中する傾向にあることから、比較的余裕のある年度前半の期間に判定を実施
○設置者（市区町村等）や都道府県において、独自に耐震診断判定委員会を設置
○複数の耐震診断・補強計画をまとめて判定を実施 ○耐震診断から補強計画まで一括判定して、期間の短縮を図る 等

その他留意事項

○国・都道府県・市区町村等および教育委員会と建築指導部局等との連携

・市区町村等と都道府県、国との連携が重要 ・区町村等だけでなく、都道府県段階でも措置を講じていくことも重要
・教育委員会は、建築指導部局等と連携して取組を実施

上記の対策を講じても、都道府県段階で解決できない課題がある（予想される）場合は、速やかに文部科学省ま
でご連絡をいただきたい。

（特に、前倒しを検討したが、耐震診断判定委員会の混雑が障害になる場合には前広にご相談いただきたい）

耐震診断判定会の混雑状況に係る情報 → （財）日本建築防災協会 ホームページ
URL：http://www.kenchiku-bosai.or.jp/Jimukyoku/NetWork/nwindex/nwindex71.htm

耐震診断等ができる建築士事務所に係る情報→ （財）日本建築防災協会ホームページ URL：http://www.kenchikubosai.or.jp/seismic/jimusyo.html



○ 遊休施設を有効活用できない

○ 民間事業者による廃校校舎を有効活用した地域活性化ができない

○ 廃校校舎の有効活用ができないため、学校統合の支障となる

○ 数年後に学校統合や廃校の可能性があると、耐震補強や大規模改造が実施できない

公立学校施設の財産処分手続の大幅な弾力化①

国庫補助を受けて建設された建物等を学校以外に転用したり、売却する場合は、原則として補助金相当額の納付など
により文部科学大臣の承認を得るための財産処分手続が必要。

根拠：『補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律』第２２条

問題点

財産処分手続の大幅な弾力化を図り、ほとんどのケースにおいて国庫納付金を免除

廃校校舎等の有効活用が図られるため、地域活性化、
学校統合、耐震化等の推進に資する



公立学校施設の財産処分手続の大幅な弾力化②

国庫補助事業完了後１０年以上経過した建物等を
①無償により転用・貸与・譲渡・取壊し（相手先を問わない） ＜報告で可＞
②国庫納付金相当額以上を学校施設整備のための基金に積み立てた上で、民間事業者等へ有償に

より貸与・譲渡

国庫補助事業完了後１０年未満の建物等を
①耐震補強事業又は大規模改造事業（石綿及びＰＣＢ対策工事に限る。）を実施した建物を無償に
より転用・貸与・譲渡・取壊し

②大規模改造事業（上記①を除く。）で、国庫補助事業完了後１０年以上経過した建物等と併行して
やむを得ず行う無償による転用・貸与・譲渡・取壊し
（（例）新増改築後１０年以上経過していれば、同じ建物に対し、５年前に実施した大規模改造事業分についても

国庫納付金免除）
③地域再生計画、市町村合併により、学校統合等を行う場合に、無償により転用・貸与等
④幼稚園園舎の一部等を無償により転用・貸与・譲渡し、保育所又は認可外保育施設を設置し、
認定こども園となるもの。 ＜報告で可＞

⑤災害等により取壊し等 ＜報告で可＞

以下の条件のいずれかを満たせば国庫納付金を免除 （平成２０年６月１８日付け文教施設企画部長通知より）



主な廃校活用事例

＜北海道利尻富士町＞ミネラルウォータープラント事業

地元民間事業者と行政が連携し、利尻島の伏流水をミネラ

ルウォーターとして商品化するための工場として廃校校舎を
活用している事例
旧学校名：利尻富士町立雄忠志内（おっちゅうしない）小学校

(平成１１年廃校）

＜徳島県上勝町＞上勝町営複合住宅

廃校校舎をU・Iターン者のための町営住宅として活用して

いる事例
旧学校名：上勝町立福原小学校(平成１１年廃校）

＜長崎県小値賀町＞野崎島自然学塾村

廃校となった分校の施設を、周囲の豊かな自然環境を活か
した、自然体験のための拠点たる体験型宿泊施設として活
用している事例
旧学校名：小値賀町立小値賀小学校野崎分校

小値賀町立小値賀中学校野崎分校
（昭和60年廃校）



地震防災対策特別措置法による
耐震診断の実施と診断結果の公表の義務付け

（１）耐震診断の義務付け

公立小中学校等の建物（※）について、設置者である地方公共団体に対し、耐震診断の実施を義務付け

※小中学校等…公立の幼稚園、小学校、中学校、中等教育学校の前期課程、特別支援学校の幼稚部、小学部及び中学部
※建 物…校舎、屋内運動場、寄宿舎

○耐震診断の方法は第２次診断等、第１次診断、耐震化優先度調査のいずれか

（２）耐震診断結果の公表の義務付け

（１）で行った耐震診断の結果について、設置者である地方公共団体に対し、建物（棟）ごとに公表を
義務付け

○公表の方法 → 地域住民等が容易に情報を入手できるように配慮することが重要
（例） ・各地方公共団体のホームページに掲載する

・各地方公共団体の事務所及び耐震診断を行った各学校施設等に備え置き、閲覧に供する
・各地方公共団体の広報に掲載する
・各種の住民説明会の場を利用する など、積極的に情報を公開すること

○将来、改築や統廃合、用途廃止が行われる予定がある場合でも、現在、児童生徒が施設を利用している
以上、法律を遵守する必要があり、全ての施設について耐震診断を実施しなければならない！

○いずれ耐震補強等を実施する前に第二次診断等を行う予定であることから、現時点で耐震診断は不要で
あるという解釈は誤り！

○積極的に耐震診断の結果を公表し、地域住民の理解を得つつ、学校の耐震化についての意識を高め、耐
震化の加速化を図ることが重要！
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